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はじめに 

 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 

 

 全国協会（公益財団法人 全国中小企業振興機関協会）は、中小企業地域資源活用等促

進事業を実施しています。 中小企業地域資源活用等促進事業は、地域の稼ぐ力と働く場

を維持・創出し、経済の活性化を図るべく、地域資源の活用をはじめとする中小企業者等

の新事業展開（新商品開発、販路開拓等）等の取組に関する事業に対して助成することを

目的としています。 

 全国協会は、目的達成のため、都道府県協会が実施する下記の支援事業及びそれら事業

の管理に要する経費の一部についての助成金の交付申請を公募し、選考委員会での評

価、選考を踏まえ、助成先都道府県協会を決定し、助成金を交付しています。  

助成対象となる都道府県協会が実施する支援事業は、次の通りです。 

(1) A事業： 

① 新事業展開等助成金交付事業：中小企業者等が行う新商品・新サービスの開発、販路開

拓、人材育成、創業等の取組に対して助成金を交付する。 

② 新事業展開等促進事業：中小企業者等の新事業展開等の取組促進を目的として、経営

に関するアドバイス、イベントの実施、統計情報の収集・分析等を行う。 

(2) B事業： 

  新事業展開等計画策定事業：地域の中小企業者等の新事業展開の取組促進及び支援 

 体制の確立に向けた計画策定を目的とした調査や試験的な取組を行う。 

 

 ご紹介する６県協会の事例は、中小企業の活力を増進させ、地域経済の活性化を図る事

例であり、支援方法が工夫されている点からも評価される事例となっており、今後も評価

される事例を追加して参ります。 

 本事例集が、今後も取り組まれる中小企業支援組織の皆様の参考になれば幸いです。 
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アジア留学生ビジネスネットワーク構築支援事業  

～留学生と県内企業をマッチング 地元定着を狙う～ 

公益財団法人 岡山県産業振興財団 

岡山県には約２０００人強の留学生が岡山大学、岡

山理科大学、岡山商科大学などの県内大学に在籍し、

毎年５００～６００人が卒業していく。しかし、その多くは

卒業すると自国に戻るか、大都市圏の企業に就職する

ことが多く、岡山の企業に就職する割合は卒業生の１

割程度に留まっていた。 

県内中小企業が海外展開やインバウンド向けビジネ

スを行う際には、外国人材の存在は貴重だ。岡山県で

学ぶ留学生が引き続き県内企業に就職すれば、大きな

戦力になる。 

そこで岡山県産業振興財団では留学生、特に今後

成長が期待されるアジア地域の留学生に積極的にアプ

ローチし、ネットワークを形成することで、県内企業の認

知度を高め、そこから県内企業への就職に結びつける

活動を進めている。 

平成２４年、岡山経済同友会及び県内４大学と連携

し取り組み始めた。当初は自主財源で実施しており、

思うように事業を拡大することが難しかった。令和３年

度から３年間の実施期間で、中小企業地域資源活用

等促進事業による補助金を活用して、インターンシップ

や企業訪問など、留学生が企業を知るための活動を重

点的に支援する原資としている。奨学金とインターン

シップをうまく連動させているのが同事業の特徴だ。 

インターンシップに取り組む前提として、地元企業に

留学生の採用について課題を聞いたところ「コミュニ

ケーションや習慣・文化の違いがあり、採用に踏み出せ

ない」という声が聞かれた。一方、留学生からは「地元

企業の情報を知らない」という声が寄せられた。 

企業説明会にて留学生に自社の事業を丁寧に説明している 

奨学金とインターンシップが両輪 

コロナ禍でオンライン開催 

こうした声を踏まえ、財団で同事業を担当する神子

戸伸幸総務部総務企画課副課長は「留学生には早い

時期から日本での就職活動について理解し、準備をし

てもらうための情報提供が重要」と考えた。また佐藤

詩奈子人材育成グループ主事は「留学生のネットワー

クおよび奨学生を中心としたコミュニティを形成し、県

内企業の魅力を集中的に提供する」ことにしたという。  

具体的な成果目標として、卒業生全体に対する留学

生の県内企業への就職率を１割程度から５％向上へ、

企業説明会の参加企業数を現在の30社程度から５％

向上、留学生の参加率も60名程度から１０％向上など

を掲げ、取り組みを始めた。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大が続く中での

実施だったため、インターンシップはオンラインで実施

することにした。オンライン開催は初めてで、準備に戸

惑うことも多かったが、企業から１３社が参加し、学生は

のべ１３４人が参加するなど盛況だった。 

オンライン研修で日本特有のビジネスマナーを学ぶ留学生 
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留学生を将来の幹部候補にシンニチロの事例 

ベトナム出身で倉敷芸術科学大学危機管理学部に

学ぶホアン・ミン・ヒエウさんは、３年生の時にオンライン

で３社のインターンシップに参加した。ホアンさんはベト

ナムにいる時から将来は日本で働きたいという希望を

持っていた。４年生になった現在は、ＪＦＥスチールの関

連企業である株式会社シンニチロ（岡山市北区）から

内定を獲得し、その企業でアルバイトをしながら、卒論

に取り組んでいる。「来年入社したら、ベトナムから来る

技能実習生の通訳や生活のサポートをする仕事をする

予定」と日本での仕事に胸をふくらませている。 

岡山で就職を決めたのは「実際に生活してみて、住

み心地の良さを感じたことと、インターンシップなどの

留学生支援事業を通じて県内企業のことを学ぶことが

できたこと」と言う。財団の留学生ネットワークづくりが

奏功した結果だ。 

一方採用する側のシンニチロ人事部長の吉村香映

氏は、「留学生とのマッチング事業に参加する中で、留

学生に対する認識を改めることができた」と言う。同社

はＪＦＥスチール株式会社の製鉄設備のメンテナンスを

担っている。日本人の若手人材が少なくなる中、外国

人も貴重な戦力として活用させてもらっている。現在は

４人の技能実習生がおり、働きながら技能を学んでい

る。今後は技能実習生を数十人単位で受け入れること

も考えている。 

財団主催のアジア留学生との交流事業に参加した

きっかけは、「技能実習生の通訳業務を担当してもらえ

る人材を獲得したいことからだった。しかし、実際に企

業説明会やインターンシップに参加し、留学生と交流を

深める中で、留学生が当初思っていたより真剣に日本

で働くことを考えていることに気付いた。通訳だけでな

くもっと幅広い分野の業務に就いてもらえる人材がた

くさんいる」と感じたという。 

今春同社への就職が内定しているヒエウさんは、通

訳業務だけでなく将来の幹部候補生として採用するこ

とにした。「当社にとってもトライアルとなるものだが、実

績を出していけば、人事の固定概念を覆すことができ

るのではないか」と期待している。  

ネットワークの密度を高める  

 留学生、企業双方にとって実のあるネットワークづく

りを目指している。今後は専用のホームページを設

け、留学生が入学した段階からそこに登録すれば、生

活に必要な情報が得られ、留学生の先輩にオンライン

チャットで相談できるような仕組みを作ろうと考えて

いる。奨学金は企業からの寄付でまかなっているが、

事業の両輪としてインターンシップが重要だ。引き続

き助成金の支援が得られることを期待している。 

創心會と留学生のオンラインによるインターンシップ 

【担当者が語る注力ポイント】 
神子戸伸幸 総務部総務企画課副課長 
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参加企業の声 
株式会社創心會 

創心會（岡山県倉敷市）は県下で複数の高齢者介

護施設やリハビリ施設を運営する。これまで介護職員

を中心に１８人の外国人を受け入れてきた。同社の田

中真允取締役事業統括部長兼人事部長は「人手不足

を外国人で補うという発想ではなく、将来介護施設の

運営まで担える人材に育成するという考えのもとで留

学生を計画的に採用している」と説明する。 

アジアの国々も今後高齢化が進み、高齢者施設が

各国で必要となることを踏まえ、アジアの介護人材を

育てるという大きな志を持って留学生を雇用してい

る。こうした同社の方針は留学生にも浸透しており、就

職を希望する人も多いという。 

令和３年度、創心會のオンラインによるインターン

シップ参加者は財団主催のものを含め、１００人程度い

た。令和４年度は事前に選考して３０人に絞ったが、そ

れでも対応人数は群を抜いている。それだけ同社の取

り組みが留学生にとって魅力的なものだからだ。 

３日間のカリキュラムは他社のインターンシップも受

けられるようにとの配慮により、早朝６時からスタート

するものもあった。田中取締役は「当社も３時半起きで

準備をするなど大変だったが、学生も熱心に参加して

くれた」と手応えを感じている。 

日本で働く意欲のある留学生と留学生を育てる強

い意欲のある企業、双方をうまくマッチングさせるうえ

で、インターンシップは大きな役割を担っていると言え

そうだ。 

実際に企業訪問し、各企業の業務や雰囲気を体験で

きないことへの不安はあったが、その後の調査で留学

生の９６％が「とても満足・満足」と回答するなど、オンラ

イン開催の満足度は高かった。留学生は従来の訪問型

インターンシップであれば１社しか参加ができないが、

オンラインであれば複数社の話を聞くことが可能となっ

た。また、企業側にとっても多数の留学生に自社の説明

ができたことが満足度を高める要因となったようだ。 

 結果として令和３年度は県内企業への就職内定者

が10人となり、成果を生んだ。  
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晴れの国おかやま地域活性化事業  

～バイヤーへのきめ細かな対応で販路開拓を支援～ 

公益財団法人 岡山県産業振興財団 

地元企業の販路開拓支援は、地域振興を担う各地の

中小企業支援団体にとって永遠の課題だ。岡山産業振

興財団は、桃やマスカットといった全国的に知名度のあ

る産品だけでなく、幅広い農林水産加工品を国内外に

販売するために、専門家を派遣した商品開発やブラン

ディング、販路開拓までを一貫して支援している。農家と

食品メーカーを連携させた六次産業化など、地域の特

性を徹底的に掘り下げることで、従来なかった新市場の

開拓を目指す。財団の担当者が常にバイヤーと良好な

関係を保つ努力を重ね、成果を見いだしている。 

「桃のゼリーで新商品はないですか」。同財団の藤井

宜美経営支援部中小企業支援課副課長は、首都圏の

大手流通企業に地元産品の紹介に行くと、この問いか

けをよく聞く。それだけ岡山のフルーツのブランド力が評

価されている証拠だが、藤井副課長は「岡山の産品の魅

力はそれだけではないのに」という思いを抱いていた。 

２０１８年にまず取り組んだ事業は、県外のバイヤーを

招いての展示商談会の開催。「岡山に来て、実際に産品

をみてもらったら必ず新たな魅力に気付いてもらえる」

（藤井氏）との考えからだ。２０１９年度は県外での大型見

本市への出展支援、専門家派遣、バイヤーズミーティン

グの開催、オンライン商談会などさらに支援メニューを

拡大した。 

その中から成功例も多数出てきている。例えば、きび

だんごは岡山を代表するお土産だが、コロナ禍で旅行

者が激減し、需要が急減した。そこで、著名なデザイナー

を起用してパッケージを一新し、味も伝統的なものに加

えてミルク味やマスカット入りなどを開発、関西圏の量

販店で販売したところ好評を得た。また、干し柿を一口

サイズにして、ワインなどのおつまみ用途として売り出

したり、味噌をドレッシングにしたものは、首都圏の高

級スーパーや百貨店で販売されるなど、新たな販路開

拓に成功した産品も出てきた。 

２０２０年度の事業は当初商談会参加バイヤー４５

社、企業参加７５社を目標に掲げた。結果はバイヤー２

１社、参加企業４４社と目標には達しなかったが、新規

の参加企業が全体の４７％と当初見込みの１０％を大

幅に上回ったことは、今後の販路開拓を進めるうえで

大きな成果と受け止めている。参加企業からも「バイ

ヤーから商品だけでなく販売方法の助言が得られた」

や「助言を真摯に受け止め、商品開発に取り組みたい」

など、次につながる声が上がっている。 

展示商談会の様子 
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参加企業の声 
國和産業株式会社 

國和産業（岡山県倉敷市）は、干し柿を加工した柿巻

などの柿加工食品で日本有数の規模を誇る。岡山県内

の土産物店や高速のサービスエリアなどで販売されて

いた。しかしコロナ禍で土産物の需要が急減、友國正

明社長は「観光客に頼らない売り方を開拓しないと立

ちゆかなくなる」と考え、財団の販路開拓支援事業に参

加を決めた。 

バイヤーから指摘されたのは、「土産物なら今のよう

なきれいな包装紙に包んだものでいいが、スーパーで

消費者に直接販売するなら、中身が何か分かるものに

した方がいい。価格も安めに」というものだった。そこか

らパッケージを変更し、個包装にして消費者が買いや

すい価格設定にするなど改善に取り組んだ。 

同時に干し柿をドライフルーツの一種としてアピール

するプロモーシを展開し、チーズやバターと合わせた酒

のつまみという新たな市場を開拓することにも取り組ん

だ。今ではたくさんの商品群を抱え、販路も高級スー

パーや百貨店に拡大した。今後はワインに合う食べ物と

して、海外向けに輸出する取り組みも進めている。 

友國社長は次の展開として、自社で柿栽培にも取り

組み、加工から販売までを一貫で手がける六次産業化

を目指している。従来柿の原料や加工は中国やタイで

行っていたが、自前で行うことで品質を安定させられ

る。友國社長は「地元の農地が耕作放棄地とならない

よう受け継

ぐ意味もあ

る」と 地 域

の農業の将

来にも配慮

する。 

バイヤーの声 

ＬＴＣ４８代表 谷村哲司氏  

谷村氏は都内百貨店のバイヤーから独立し、現在は

地域と百貨店などの流通企業を結びつける役割を担っ

ている。岡山県の産品について「やはり『くだもの王国』

というイメージが強いが、それ以外にも海産物などいい

ものがたくさんある。誰かが間に入って魅力を引き出

していけば消費者に受け入れられる商品になる」と岡

山のポテンシャルの高さを評価している。 

 具体的な取

り組みとして、

県 内 の 酒 造

会 社 と 菓 子

メ ー カ ー を

マッチングし

た。酒 米 を 精

米する過程で

発生する米粉

は、そ れ ま で

は 商 品 価 値

がないと見ら

れていたが、

菓子メーカー

が米粉せんべ

いの新製品として生まれ変わらせた。地元企業が連携

して新たなものづくりに結びつけたというストーリー

は、消費者に受け入れられやすく、ＳＤＧｓ（国連の持

続可能な開発目標）の取り組みとしてもアピールする

ことができた。 

谷村氏は「商談会の開催は全国の多くの支援機関

が行っているが、岡山県は商談会の後に企業の工場

見学をアレンジしてくれるなどアフターケアの活動に熱

心」と財団のきめ細かな対応にも好感を持っている。

一方で「県内だけでなく、近隣県と連携して瀬戸内海

としてアピールするといった広域で取り組む視点も必

要では」と注文も付けた。 

 百貨店や量販店、専門店などのバイヤーは常に入れ

替わるので、リストをブラッシュアップすることが大事と

考えている。そのため年に１回はバイヤーへのニーズ

調査を実施している。担当者があいさつにうかがうこ

とで関係を絶やさないようにもしている。展示会で出

展企業がもらったバイヤーの名刺を、財団がまとめて

預かり、リスト化して各企業に戻すといった支援も行っ

ている。企業にとっては自社でリスト化する手間が省

け、財団には貴重なデータベースとして蓄積できる。コ

ロナ感染が収束してもオンライン商談は強化継続させ

たい。遠方のバイヤーと接点を持つにはいい手法で、

そこからリアルの展示会に来てもらうというハイブリッ

ド型で成果をあげたい。新たな支援があれば参加企

業をもっと増やし、専用のウエブサイト構築にも取り組

みたい。 

【担当者が語る注力ポイント】 
藤井宜美 経営支援部中小企業支援課副課長 
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ＩｏＴを活用した中小企業のデジタルビジネスへの

変革促進に向けた調査研究と中小企業ＤＸ推進

支援事業 

公益財団法人 ひろしま産業振興機構 

経営層の参画で実効性高める取り組みに  

 中小企業にとって、デジタル・トランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）は避けて通れない課題だ。しかし、多くの企業

は十分に成果が得られないまま、ＤＸ導入をあきらめて

しまっている。全国の中小企業支援機関の中でも、ＤＸ

導入支援に取り組むものの、具体的な成功例を導き出

すことに苦慮するところは多い。ひろしま産業振興機構

は、「経営層の理解こそがＤＸ導入のカギ」と考え、経営

層を巻き込んだ育成や地元のシステムインテグレー

ター（ＳＩｅｒ）との連携強化など、段階を踏んだ取り組み

で成果をあげている。  

ＤＸ導入を３段階で実践  

同事業は令和元年度に調査・研究を行い、令和２年

度から４カ年計画で実施している。機構はまず、県内中

小企業のＩｏＴやＤＸに関する実態調査から入り、現状

把握や課題の整理を行った。そこで明らかになったの

は、ＩｏＴ活用の設備投資の実施状況が製造業で2割に

とどまり、せっかく投資したものの費用対効果が不明

に終わっていることや、自社に合った活用方法が分か

らないといった厳しい現実だった。 

どうすれば実効性のある導入支援につながるのか。

機構が導き出したのが、「経営層の関与度を高める」と

いうことだった。経済産業省のＤＸ 推進指標などでも、

経営層が社内にＩｏＴ導入の号令を掛けるだけでなく、

自らが変革の最前線に立つことこそが重要という指摘

もされていた。 

「ＤＸ推進に向けた業務レイヤー」として示される３層

構造のピラミッドのうち、下段の「現場改善領域」（（Ｉｏ

Ｔを活用した現場改善・業務改善）にある中小企業を

増やし、中段の「工場最適化領域」（工場最適化、生産

性向上）に引き上げ、さらに「企業間連携領域」（ＤＸに

よる企業間連携でサプライチェーン改革、受発注シス

テム活用等）を最終目標とする段階的な支援の方向性
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を打ち出し、ＤＸ推進のコアとなる人材の育成を支援す

るとともに、経営層のコミットによるＩｏＴ活用戦略の作

成を並行して支援することとした。 

そこで現場改善領域から工場最適化領域へと進む

ことを前提として、「現場イノベーションスクール」と「も

のづくり現場IoT推進リーダー育成塾」、「ひろしまIoT

実践道場」を立ち上げ、企業の経営層と社員がセットで

受講する仕組みを考えた。多忙な経営層を〝その気〟

にさせるために、経営層向け講座の講師役にはＤＸ推

進支援で著名な株式会社ＩＮＤＵＳＴＲＩＡＬ－Ｘの八子

知礼社長や旭鉄工株式会社の木村哲也社長などを招

いた。また、機構が特に参加してほしいと期待する企業

には、担当者が直接足を運んで説得するといった努力

も重ねた。 

IoT推進リーダー育成塾でIoT導入プラン作成段階の前に開催

した「2020 IoT展示会」  

結果として現場イノベーションスクールには２０２０年

度は１２名、ものづくり現場ＩｏＴ推進リーダー育成塾に

は9社２０名、ひろしまＩｏＴ実践道場には２社が、２１年

度はそれぞれ１５名と１１社２２名、２社が参加した。  

オンライン講座に創意工夫  

講座の大半は新型コロナ感染症への対応から、オン

ラインで実施した。当初は企業訪問や現場実習なども

考えていたため、カリキュラムをオンライン用に作り直

すなどの苦労もあった。またオンラインにとまどう経営

層もいたが、Ｚｏｏｍのブレイクアウトルーム機能を活用

して講師と受講者が１対１で対話ができるようにし、積

極的に受講者を指名して発言の機会を設けるなど、臨

場感のある講座運営を心がけた。多忙な経営層の中

からは「リアル開催では移動に時間がかかるが、オンラ

インなら会社から参加できるので、ありがたかった」と

いう声も寄せられたという。 

「ものづくり現場ＩｏＴ推進リーダー育成塾」では、現

場でＩｏＴを推進するリーダーとなる人材を育成すると

ともに、「経営層がコミットする中長期のＩｏＴ活用戦略」

の作成に取り組んだ。次の段階の「ひろしまＩｏＴ実践道

場」では、自社の課題は何かを経営層に掘り下げて考

えてもらい、現場の課題を明確にしながらＩｏＴを活用

して改善していくという手法で、具体的に実践をし、小

さな成功を作りながら成果を生み出していった。成果

のあった取り組み事例については、積極的に動画など

中小企業ＤＸ推進支援事業 実施事業の全体概要

・ 現場イノベーションスクールで、現状分析（AS-IS）
ものづくり現場IoT推進リーダー育成塾で、IoT活用の目指す姿（TO-BE）を設定

・ IoT実践道場で目指す姿（TO-BE）を実践して成果を地域へ展開し，
これら一連事業のPDCAを回す

1

地
域
企
業
（
も
の
づ
く
り
中
小
企
業
）

人材

ツール

ノウハウ

【外部組織】

県内外
ITベンダー

地域大学

県公設試

地域SIer

ITコーディ
ネータ

実践

TO-BE

Ｐ

Ｄ Ｃ

Ａ

公開・発信

周知・誘導

③ひろしまIoT実践道場
■ 経営層自らのIoT実践を支援
■ 実践モデル企業の創出

②ものづくり現場IoT
推進リーダー育成塾
■ IoT現場推進支援
（座学・現場実習・      型開発）

①現場イノベーションスクール
■ 現場革新支援
（座学・現場実習）

経営層の
IoT活用
戦略の作成
■企業変革に
向けた経営の
仕組の明確
化を支援
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認知・啓発
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参加企業の声 現場に刺激  

広機工（広島県呉市、航空機・船舶関連部品製造）

は、末政義彦社長や後継者の末政亮磨さん、現場若手

社員など、会社全体で機構が実施する事業に参加し

た。  

末政社長は「これまで独学で学んで来たが、点と点

に留まっていた。それが系統的に学ぶことで線になっ

た」と自身のＩＴスキルが着実に向上したことを実感した

という。同時に「社長だけが理解してもダメで、現場の

社員にも刺激を与える機会にもなった」と振り返る。  

事業に参加した同社若手社員は、社内の工具の配

置を分かりやすくし、製造マニュアルを新たに作成する

など、講座で学んだことを社内で実践している。「他社

の方の発言を聞いていると、現場の改善だけでなく、会

社全体の経営改善にもつながることを考えていて、とて

も刺激を受けた」と言う。事業への参加は、社内だけで

は得られない成長を与えたようだ。 

広機工は「ものづくり現場ＩｏＴ導入実証事業」にも手

を挙げた。複数の工作機械を稼働させると、工場内の

エリアごとに温度が変動し、加工精度にばらつきが生じ

るのが課題だった。そこでＩｏＴの導入で、エリアごとの

温度をリアルタイムで把握し、空調を制御することで、

工場内の温度を一定に保てるようになった。末政社長

は「専任の担当者に見てもらえたことで、自社で検討し

ていた機器だけでなく、幅広い機器から最適なものを

選べるようにアドバイスしてもらえた」と結果に満足して

いる。  

ＩｏＴ導入実証、地元ＩｏＴ関連団体と連携  

また、ものづくり中小企業がＩｏＴを推進していくに

は、地元ベンダー・ＳＩｅｒ等との連携も必要である。そこ

で、ものづくり中小企業が地元ベンダー・ＳＩｅｒ等と連

携してＩｏＴの導入を実証しようとする取り組みを支援

する「ものづくり現場ＩｏＴ導入実証事業」を立ち上げ

た。これまでの講座参加企業で手を挙げた企業の中か

らモデル企業を選定し、１件あたり最大１５０万円を助成

（助成率は経費の２分の１）して、各社のＩｏＴの実装を促

進した。 

令和２年度は助成先として、航空機エンジン部品製

造の広機工株式会社（呉市）、布の染色を手がける山

陽染工株式会社（福山市）、ピン・特殊針の製造、線材

加工の株式会社明光堂（安芸郡府中町）３社を採択し

た。 

 ここで大きな役割を果たしたのが、地元のＩｏＴ関連

団体との連携だ。令和３年度からは、地元のＩｏＴ関連

でウエブサイト上に公開し、他社がそれを見て「このぐ

らいなら当社でもできそうだ」と踏み出すきっかけとす

るように心がけた。  

実際に実践道場に参加した企業の中から、同業者

で連携して仕事を受けられる仕組みを構築しようとい

う構想も持ち上がり、実践道場において検討を進めて

いる。まだ実現には到達していないが、機構が目指す

企業間連携に結びつくものであり、企業の意識改革が

着実に進んでいることも示している。 

こうしたきめ細かな取り組みから、受講者の講座全

体への満足度は「非常に良かった」または「良かった」

を合わせて１００％という高い評価を得られた。同時に

約８割の受講者が今後自社でＩｏＴ、ＤＸの取り組みを

「進められる」または「進められそう」と回答。自信が持

てるようになったのも大きな成果だ。 

ものづくり現場IoT推進リーダー育成塾はオンラインで実施した  

団体である「メイドインひろし

まＩｏＴ協議会（ＭｉＨｉＡ）」の

協力を得て、ＩｏＴ導入実証に

参加する企業ごとに専任担

当者を定め、その企業にとっ

て最適で適正なコストでＩｏＴ

を導入する支援体制を整え

た。導入企業だけでなく、地

元ＳＩｅｒにとっても企業の課

題を知ることができる機会と

なった。 

機構は一連の取り組みを通

じて、現場改善領域から工

場最適化領域の段階の支援

は実施できたとしており、現

在はより上位の「企業間連携領域」へと進めようとして

いる。これが実現できれば、地域の中小企業のＤＸ推

進力は確実に向上し、地元企業全体にも好影響を波及

する効果が期待できると考えている。  
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地元ＩＴベンダー・行政担当者の声  

デジタルソリューション株式会社ソフトウエア開発部

マネージャーの橋詰公太氏はＩＴサポーターとして育成

塾に参加した。以前より広島県内の中小製造業のDX

に取り組んできたが、「IoTに興味はあるが、どのように

自社に取り入れればよいのかわからない」という声を

多く耳にしており、育成塾に参加した企業も同様の悩

みをかかえているように感じた。育成塾でIoTの活用

事例や導入プロセスを学び、課題抽出や導入プランの

作成を行うことで、「自社でIoTを活用する」最初の一

歩が踏み出せる。その後の導入においても機構の事業

が果たすことができる役割は大きい。中小企業は大企

業と異なり、IT専門部署がないところも多く資金も少な

いため、本事業のような地域に密着した伴走型の取り

組みは非常に効果が高いと考えている。 

また、本事業の県担当者である広島県商工労働局イ

【担当者が語る注力ポイント】 

池田修 企業支援統括グループ統括部長 

関係者で常に改善を検討 

オンライン開催の不安を払拭するにはどうすれば

いいか。開催後に関係者が集まって議論し、次回の

講座開催時に検討内容を反映させるといったＰＤＣ

Ａサイクルを回し、常に改善を心がけた。また取り組

みを参加企業だけにとどめるのではなく、地域全体

に波及させるために、報告会を実施し積極的にア

ピールした。広島工業大学での成果報告会では、ＩＴ

を学ぶ学生に、「地元企業で働いても自分が学んだ

ことを生かすことができる」と認識してもらう機会に

もなった。今後産学連携に発展させようという検討

もされている。地域のＤＸ力のさらなる向上が実現

できる段階に入っていると考えており、事業の継続

に期待している。 

ノベーション推進チーム参事 岩崎龍徳氏から「広島県

においても中小企業では、ＩＴ人材の確保が課題となっ

ている。地元の大学でＩＴを学んだ学生は、地元には習

得した知識を生かし活躍できる就職先がないと思い、

他の地域へ流出するというミスマッチが生じている。学

校で習得した知識や技術は、地元の中小製造業で生

かすことができることを早い段階から学生に伝え、ＩＴ

人材の獲得に結びつけていくことが重要」との提案をう

け、機構は広島県と連携して地元の大学での中小製造

業におけるIoT活用成果発表会などを開催した。 

工場内の工作機械に温度センサーを設置し、温度を遠隔で監視できるシステムを導入  
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ものづくり産業ＡＩ・ＩｏＴ導入支援事業 

～専門人材の創意工夫で中小企業を後押し～ 

公益財団法人 佐賀県産業振興機構 

伴走型でＡＩ・ＩｏＴ導入を支援  

佐賀県は人口減少や新規学卒者の県外流出が多

く、県内中小企業は人材確保が困難な状況が続いて

いる。ものづくり中小企業においても、熟練技能者の

技能を若い世代に受け継ぐ技能継承が課題となって

いる。解決策としてＡＩやＩｏＴの導入が急務となってい

るが、中小企業にはＡＩ、ＩｏＴを活用できる人材そのも

のが不足している。佐賀県産業振興機構は、こうした

課題を前に、県内のものづくり企業へのＡＩ・ＩｏＴ導入

を支援する取り組みを始めた。実際に支援を担うＡＩ・Ｉ

ｏＴに関する専門人材が、担当企業の状況を丁寧に把

握し、企業が少ない負担で必要な機能を導入するよう

工夫するなど、専門人材の存在が同事業を支えるうえ

で大きな役割を果たしている。  

事業は５年間を１単位として進めている。１年目はＩ

ｏＴ導入セミナーを開催して参加企業を募り、２年目

は企業訪問やプレ診断、３年目から現状分析や導入

計画の策定・導入支援に入り、４年目は導入企業への

フォロー、５年目は継続フォローや啓蒙普及活動な

ど。数年かけて企業の課題解決やＤＸ導入への意識

改革に伴走型で取り組むことにした。  

セミナーで実施したアンケートの回答や県工業会で

の事業説明をする中で、興味を持った企業を中心に、

参加を募り、１７社が応募した。  

助言役のＡＩ・ＩｏＴの専門員についても、これまでに

付き合いのあった企業や専門家から紹介を受け、 当

初は２人、令和３年度からは４人に増員して対応する

ことにした。この専門員の存在が、事業推進に大いに

役立った。企業ごとに専任の専門員を決め、その専門

有限会社アリアケ精機（佐賀県杵島郡白石町）は、

船舶のエンジン部品の製造を手がけている。デジタ

ル化の必要性は感じながらも、ＬＮＧ船の需要急増な

どで仕事量は多く、なかなかＩＴ人材の育成に時間が

さけないことが悩みだった。 

喜多社長は同機構が主催するＩｏＴ導入セミナーに

参加して「非常に参考になることが多く、指導しても

らってたくさんのことに気付かされた」と、課題解決へ

一歩踏み出したことに手応えを感じている。  

同社がまず取り組んだのが、設備の稼働状況の見

える化。稼働状況が十分に把握できておらず、生産

効率の低下を招いていた。機構の専門員が同社の工

場設備を確認し、提案したのが、工作機械などに設置

された稼働状況を伝える積層表示灯の活用だった。

員が企業を何度も訪問し、現場を見て、経営者と話を

し、課題を見いだし、解決策を提示するという徹底した

寄り添い型の支援をした。 

 ある機械設備メーカーは、溶接作業のデータ収集

や処理ソフトを活用することで、異常値

が出ればアラームが作動する仕組みを

導入し、生産性を５％向上させるなど、具

体的な成果を上げている。 

 同機構の堤大輔ＡＩ・ＩｏＴ推進グループ

長は「企業との信頼関係の構築がなけれ

ばこの事業は進まないと思っていた。専

門員について企業から『勉強になった』

『よくしてもらった』と感謝の言葉をたくさ

ん聞いており、信頼関係が生まれている

ことを確信した」と振り返る。  

参加企業の声  

アリアケ精機・喜多英明社長 
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機構には製造業のＯＢなどのキャリアを持つ専門員４

人（当初は２人体制、２０２１年度から４人）がおり、同事

業に対応している。専門員Aは高効率生産設備の開

発、無人組み立て装置の設計・設置、IoT技術を活用し

た製造設備の故障低減システムの開発など。 専門員B

は精密製品の研磨・洗浄・検査工程の新規プロセスの

設計や改善開発。技術開発改善システムの構築、人材

育成など。専門員Cは全社内ネットワークシステムの構

築・運用・管理、ERPや業務システムの仮想化など。専

門員Dは精密製品の量産用生産設備システムの開発、

機械工学や設計、画像処理技術、特殊搬送装置の開

発などに知見がある。  

堤グループ長を含めた５人が各自の得意分野を持ち

寄り、企業にとって最適なＡＩ・ＩｏＴの導入を支援してい

る。既存のシステムを導入するのではなく、その企業に

  

参加した企業から専門員のきめ細やかな対応につ

いて、お褒めの声を聞くことが多かったことがうれし

かった。専門員とは当初からできることをすり合わせ

し、効率化を目指そうと言い合っていた。専門員からの

報告で、企業を訪問する中で信頼関係を構築し、企業

側のマインドが変わってきたことを感じていた。ただ、

佐賀県のＤＸへの取り組みはまだまだ始まったばかり。

今回の事業は企業の生産性改善などで一定の成果を

得たが、現場の改善につながるものが中心で、真の意

味でＤＸの段階にまでは到達していないと感じている。

佐賀県ともＤＸ事業の継続の必要性で合意しており、

双方で連携してベンダーの紹介やＩｏＴ機器の展示やセ

ミナーなども実施していこうと言っている。せっかく企

業もやる気になってきた。この勢いを絶やさず、企業の

ＤＸ化を実現させていきたい 。 

【担当者が語る注力ポイント】 
堤大輔 経営支援部ものづくり振興課副課長 

兼ＡＩ・ＩｏＴ推進グループ長 

とって最適な仕組みとは何かを徹底的に

話し合い、時には装置やプログラムを自作

して導入することまでやってのける。どう

すれば低コストで使い勝手のよいものに

できるのかを日々考え、企業に提案して

いる。 

 堤グループ長は4名の専門員のマネジメ

ントやそれぞれの専門員が抱える案件（支

援企業）の進捗管理や支援計画の管理な

どを行っている。同時に、新規支援企業の

掘り起しも担当し、初見で訪問する企業は堤氏を含め

た5人で訪問し、企業の要望をヒアリングしたうえで、事

務所に戻り5人で協議し担当者を決めて対応している。 

アリアケ精機に導入した遠隔監視システムは、その後

ＩｏＴキットとして一つの装置を完成させるまでになった。

令和４年度には県の予算措置で企業がキットを導入す

るための補助金交付も実現した。機構の事業が県を巻

き込んで、企業のＩｏＴ推進を後押しするという大きな成

果を生み出すことにもつながった。   

専門員が手作りで作成したＩｏＴキット  

ランプは赤点灯は故障、黄色は設備の停止、緑は加工

中であることが一目で分かるもの。この色の情報を光

センサーで把握し、その情報を電波で遠隔にあるパソ

コンやスマートフォンに伝えるというもの。  

こうした機能を持つ既存システムを購入すれば１００

万円程度かかる。それを、専門員が「ラズベリーパイ」

（プリント基板の上に、最低限のＣＰＵや入出力インター

フェース、コネクタを付けた小型コンピュータ）などの市

販品を利用して自作し、プログラムも作成することで、

数万円の実費で完成させた。この装置はすでに工場に

設置され、遠隔にいても稼働状況をリアルタイムで把

握することができるようになった。 

喜多社長は次の課題として「得られたデータの有効

活用策」をあげ、専門員と協力してさらなる挑戦に取り

組むという。同時に若手社員の中からＩＴに関心のあり

そうな人を選び、機構のセミナーにも参加させている。

喜多社長は「工場に専門員の方が来て、新しい装置を

設置する姿を見て、最初は関心の薄かった社員も興味

を持つようになった。少しずつでもみんながデジタルに

関心を持ち、取り組もうという気持ちになってもらいた

い」と今後の進展に期待している。 

専門員の活躍  
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かごしま製造業新事業展開支援事業 

～多数のメニューで製造業を一貫で支援～ 
公益財団法人かごしま産業支援センター  

かごしま産業支援センターは、今回の助成を活用し

て課題を生産性向上、販路開拓・取引拡大、製造業の

若手経営者育成の３点に集約、それぞれに対応する支

援メニューを合計６種類用意した。メニュー数は他地

域の支援機関が取り組む事業と比べても多いが、今

回の助成措置とセンター独自事業、県の施策を活用す

ればそれまで取り組めなかった課題を一貫で実施でき

ることを示した。既存事業と助成事業を有効活用した

好事例と言えそうだ。 

具体的なメニューは、最初の課題「生産性向上や付

加価値拡大に資する技術開発・研究開発の促進」につ

いて、革新的なＡＩ・IoT等を活用したシステム開発に

取り組む中小企業に経費の一部を支援する「先端技

術研究開発支援事業」と、県内にある豊富な農林水産

物を生かし、機能性表示食品などの付加価値の高い

食品の研究開発に取り組む中小企業に助成する「魅力

ある食品開発支援事業」の二つ。二番目の課題である

「域外需要を取り込むための販路開拓・取引拡大への

支援」として、商談会・展示会に参加する企業に経費の

一部を助成する「新製品等販路拡大支援事業」と、機

械金属系中小企業を対象に商談会や取引あっせんを

進める「取引あっせん強化推進事業」、大都市で開催

される展示会への出展を支援する「モノづくり取引開

拓出展支援事業」の三つ。三番目の課題の「将来のか

ごしまの製造業を担う若手経営者の育成」について、

製造業の若手経営者や後継者候補を対象とした人材

育成塾を開催する「ものづくり鹿児島リーダー塾事業」

の合計６メニュー。それぞれ複数年かけてじっくりと取

り組むことにした。 
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同センターは、今後公設試験研究機関や大学などと

も連携した開発を続け、製品化にこぎつけた段階で、

販路開拓などの別の支援措置も活用し、事業化を一貫

で支援する計画だ。 

参加企業の声 

先端技術研究開発支援事業に参加したマトヤ技研

工業の益留福一会長は「豚肉の解体作業は肉体的に

負担が大きく、１０年前からロボット化したいと取り組ん

できた。センサー技術が発達して、短時間のスキャニン

グで肋骨周辺を確認できるものが新製品で出てきた

が、高額なので自社で購入するのをためらっていた。

今回助成事業を活用して導入に踏み切れた」と助成で

自社の開発が進んだことを実感している。今後はさら

に開発を進め、「ＡＩを活用してセンサーだけでは見えに

くい部分の解析ができるようにしたい。これができれば

解体のロボット化ができるようになる」とさらなる開発の

高度化に取り組む考え。 

オンリーワンの革新的技術を目指す先端技術研究開発支援事業 
先端技術研究開発支援事業は、ＡＩ・ＩｏＴを活用した

システム開発に取り組む中小企業に対して、補助上限

額２００万円で補助割合３分の２を助成するというもの。

３年後の事業化達成企業割合５０％を目標に掲げてい

る。 

２０２０年度は４件の応募があり、その中から２件を採

択した。そのうちの１社、マトヤ技研工業株式会社（曽於

市）は牛や豚、鶏などの解体を効率的に行う設備を主

力としている。助成金を活用して豚の枝肉から肋骨を

除去する作業の自動化を図るために、枝肉の３Ｄ画像

をＡＩで判断して解体するシステムの開発に取り組ん

だ。鹿児島県は畜産業が盛んだが、食肉解体作業は負

担が大きく、人手不足にも直面している。作業の効率化

は高い需要が見込めるものだった。 

また、２１年度の助成事業では２件を採択した。そのう

ちの１社、Ｂｕｄｄｙｃａｒｅ株式会社（鹿児島市）は、犬のご

はんを手がけているが、助成金を活用して、犬のごはん

の栄養基準（ＡＡＦＣＯ基準＝米国飼料検査官協会が

定めるペットフードの栄養基準で、世界的なスタンダー

ドとなっている）を満たした６種類のごはんを開発してい

る。愛犬家が増える中で、犬の健康状態に配慮し、か

つ、安心安全な食材を使用したごはんには需要が見込

める。食材は地元の食肉や魚、野菜等を有効活用して

おり、県内の農畜水産業にとっても意義のある開発案

件になっている。  

マトヤ技研が導入したスキャナーによる肋肉の３Ｄスキャニング

画像  

先端技術研究開発支援事業では、オンリーワンとい

える革新的な新技術・新製品の開発を目指している。

現在支援している４社は、畜産や花き栽培など、本県

の主力産業である農業と関連が深い技術であり、開発

の波及効果が大きいものとして期待している。 

【担当者が語る注力ポイント】 
産学官連携課長 仮屋一昭氏 

Ｂｕｄｄｙｃａｒｅが開発したドッグフード 

ものづくり鹿児島リーダー塾事業 

～製造業の将来を担う若手経営者を育成～ 

 製造業を支援する六つのメニューの仕上げとして取り

組んだのが、デジタル化、グローバル化に対応できる若

手経営者の育成。県内中小企業の若手経営者や経営

者候補などを対象とした「ものづくり鹿児島リーダー塾」

を２０２０年に開設した。県内ものづくり企業に直接訪問

して参加の呼びかけを積極的に行ったところ、１２人の

参加者が集まった。 

 塾は当初、県外専門家の招聘や国内外企業視察など

を行う予定だった。しかし、コロナ禍で方針を変更し、

県内で先駆的な取り組みをしている先輩経営者などに

よる講義や県内企業視察を実施した。 
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するなど、随時見直しながら参加者の成長に役立つ

内容の事業を実施したい」とウイズコロナ下での事業

運営に自信をつけつつある。 

 【参加者の声】 

 キリシマ精工株式会社（霧島市、精密金属加工）の

西重潤一営業課長は「先輩社長みなさんが『社員を

大切にすることの重要さ』をおっしゃっていたことが印

象に残った。当社にも自分でアピールできる社員もい

れば、苦手な社員もいる。それぞれの良さをみつけ

て、コミュニケーションをとっていかなければと思っ

た」と従業員との関わりの大事さを心に刻んだよう

だ。また、株式会社東郷（鹿児島市、精密プレス金型）

の東聖将金型技術部部長代理は「当社とは異業種の

デジタル分野の方の話を聞いて、発想が拡がった。今

まで最終工程で手仕上げでないと難しいと思い込ん

でいたところも、自動化できるのではと気付かされ

た。また、『働きがいのある会社を目指さないといけな

い』という先輩経営者の教えも身にしみた」と言う。株

式会社藤田ワークス（霧島市、精密板金加工）の高佐

春夫プロダクトゼネラルマネージャーは「オンライン開

催は物足りないところもあったが、関満博先生の講座

は、実体験の基づく話で、いろんなことを吸収できた」

と言う。それぞれ同事業に参加して、気づきや今後へ

の思いを新たにしたようだ。 

【担当者が語る注力ポイント】 

産業振興課長 増田成美氏 

 本県製造業の新事業展開を支援するために、生産

性向上等に資する技術開発等の促進、販路開拓・取

引拡大への支援、製造業の若手経営者育成の三つ

の課題をそれぞれの部署が担当するだけでなく、相

互に情報を共有し、開発から販路開拓まで支援を継

続して行うことで、事業化を促進できる体制を作るこ

とができたのではないかと思っている。 

訪問した中の株式会社九州タブチ（霧島市、鋳物部

品製造）は独自の生産プロセス改革で、国のものづく

り日本大賞や日本経営品質賞（中小企業部門）を受

賞した実績がある。こうした企業を直接見ることで、

結果として身近なお手本企業や経営者を知ることに

なり、参加者の満足度は「大変有益だった」と「有益

だった」の意見が大半で、目標とした満足度７０％を

達成できた。同時に「新しいことに挑戦する人の重要

さがわかった」や「人とのつながり、行動力が非常に

勉強になった」など、大きな刺激を受けた感想も聞か

れた。 

 ２１年は県内企業の視察などに加え、ものづくりの革

新で著名な関満博氏による講座をオンライン受講し、

グループワークなどで全国の若手ものづくりリーダー

と交流した。参加者のアンケートでは「県内企業の視

察を増やしてほしい」という要望が寄せられており、

やはり前年同様に近隣企業の取り組みへの関心が高

いことが確認できた。 

 同センターは今後について「オンライン方式への習

熟度もあがってきたので、県外専門家の招聘が困難

なら、オンライン方式や対面とのハイブリッド型で実施

 オンライン講座の様子  

   座学を熱心に受講する塾生  

 塾生による県内企業の視察  
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知的財産ビジネス活用支援事業 

～大企業の未利用特許を活用し中小企業の製品開発を後押し～ 

公益財団法人あいち産業振興機構  

 東海地域は、自動車産業の一大集積拠点であり、製

造品出荷額等は日本全体の１９・９％を占め全国トップ

を誇る日本有数のものづくり地域だ。しかし、自動車産

業は今、１００年に１度の大きな転換期にあると言われて

いる。電動化、自動運転など、それまでの自動車製造

で求められてきた技術とは全く異なる新たな技術・リ

ソースが求められている。既存の事業だけにとどまって

いるだけでは、自動車産業の裾野を支える中小企業の

多くは、事業が成り立たなくなると危機感を募らせてい

る。あいち産業振興機構は、地域の中小企業の新事業

創出を促すことを目的に、大企業の未利用特許活用が

有効であると考え、中小企業地域資源事業を利用し

た、「知的財産活用ビジネス支援事業」に取り組んだ。

中小企業地域資源事業を中小企業の知財に利用した

のは全国的にも例がなく、成果が注目されている。 

 

知的財産活用ビジネス支援事業 

 国内で登録されている特許の約８割以上を大企業が

保有している。しかしそのうちの約半数は自社で実施

されていない未利用特許であると言われている。こう

した有効に活用されていない未利用特許を大企業に

開放してもらい、中小企業が新製品・新サービスを開

発する助けとするのに役立てるべきであるという方針

を国が示したことが、未利用特許の活用を進める契機

となった。あいち産業振興機構は、以前から国の施策

である中小企業知的財産活用事業に手を上げ、開放

特許を活用した支援事業に取り組んできた。国の補助

金が終了したのちも愛知県の事業として継続してお

り、大手と中小企業双方に特許の開放や利用を促して

きた。また、愛知県の「あいち科学技術・知的財産アク

ションプラン２０１６－２０２０」においても、知財総合支

援窓口と位置づけられていた。 

連 携

連携事業内容（案）
・マッチング交流会の開催
・マッチング勉強会の開催
・普及啓発用ツールの作成

中部経済産業局
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たいという思いはあっても、同社にはその技術力がな

かった。すると富士通がソフトウエア会社を紹介してく

れ、開発も手助けしてくれた。結果として、当初話が浮

上してから、９か月目で商品化にこぎつけることができ

た。中小企業にとっては、未利用特許を「はいどうぞ」と

渡されても、使いこなすことは難しい。富士通は事業化

まで見通した支援で、マッチングを成功させた好事例と

言えるだろう。 

あいち産業振興機構は、今後の同事業について、

ワークショップ等を通じて開放特許や知財活用ビジネ

スマッチングについては、受講者から一定の理解を得

ることはできたと手ごたえを感じている。ただ、マッチン

グを加速させていくには、ニーズを持つ中小企業の参

画と、中小企業が自社の新製品開発に適した開放特

許を見つけられるよう、より多くのシーズ側企業の参加

と件数増加が必要だと考えており、継続的に開放特許

が提供されるように情報提供をしていく仕組みづくり

が重要だと考えている。 

今回の知的財産活用ビジネス支援事業は、

中部経済産業局、愛知県、名古屋市と連携して

取り組む体制とし、具体的には、①解放特許

ワークショップの開催（年２回）②解放特許に関

連するホームページの整備③知財マッチング事

業の普及・啓発に取り組んだ。「それまでの取り

組みから、開放特許とはどういうものかなど、ま

だまだ理解が進んでいないことが分かってい

た。ワークショップの開催で、自社の技術と組み

合わせて何が作れるかを一緒に考えるきっかけ

にしたい」と考えた。目標は「知財マッチングに

かかるライセンス契約件数１０件以上を達成す

る」を掲げた。特許活用コーディネーターとして

同事業を担当した三宅立郎氏は、大手電機メー

カー出身で、あいち産業振興機構に移ってから

県内企業３００社超を訪問するなど、

地域の製造業に精通する人材。新型コ

ロナウイルス感染症により、企業訪問

が困難になるなどの苦労もあったが、

逆に「こんな時だから、知財のことを考

える時間の余裕ができた」と前向きに

とらえる中小企業経営者の声もあった

という。ワークショップは専門家による

講義などを中心に対面で実施したが、

対面が困難な企業もいることから別途

オンラインセミナーも開催するなど、当

初の計画を変更しながら柔軟に対応し

た。ホームページも作成し、具体的な

マッチングの成功事例を紹介するほか、シーズ企業の

情報など、知財マッチングに関する最新情報の提供を

行うよう工夫している。  

マッチング案件も次々と登場 

これまでに、株式会社神戸製鋼所の高機能抗菌

めっき技術をもとに、株式会社ツカサ工業が「簡易水

洗い型自動開袋機」を開発した事例や、富士通株式会

社の印刷画像へのコード埋込技術を利用して株式会

社木村台紙が「写真から動画や音声が再生できる命

名台紙、遺影台紙等」を商品化するなど、さまざまな

マッチング事例が出ている。そのうちの木村台紙は、大

正３年創業の老舗台紙メーカーで結婚式写真の台紙

や子どもが誕生したときの写真台紙などを手掛けてき

た。スマートフォンの登場で紙焼き写真のニーズが減

る中で、事業の先行きに不安をおぼえ、新たな事業を

模索していた。そんな時に富士通の印刷画像へのコー

ド埋込技術が未利用特許として開放特許となっている

ことを知り、商品化できないかと考えた。写真に埋め込

んだ情報から動画や音声が再生できる命名台紙、遺

影台紙をつくるというものだ。ただ、こういうものを作り

 知的財産ビジネスマッチングに関するHP  

 ワークショップの様子  
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【参加企業の声】 

 シーズ側企業 富士通 知的財産戦略室 田口氏 

当社は、２００４年ごろから社内の未活用技術や、製

品化まで至ったものの使わなくなった技術を社外で

使ってもらおうという取り組みを始めた。活用事例が

出てくることで、当社技術に対するニーズが改めて分

かってきた。未活用技術だけでなく、事業に使っている

ものであっても社会貢献につながるものについては、

積極的に開放するなど、取り組みの幅を広げてきた。こ

のため、ライセンス収入による直接的な費用回収より

も、有用な技術があれば社内外で活用してもらい、そ

の価値を最大限、世の中に役立てようという社会課題

解決に貢献することを目指している。活動を始めた当

初と比べて、保有する技術領域が、ハードウエアからソ

フトウエアにシフトしてきており、開放特許もソフトウエ

ア系が増えている。引き続きモノづくり企業との連携も

進めつつ、ソフトウエアサービス開発を行う企業・ス

タートアップとの連携を深めていきたい。 

 ニーズ側企業 株式会社ハイデック 大倉重信社長 

当社は工場の空気品質を向上させる諸課題に取り

組んできた。抗菌効果のある空気清浄機を開発テーマ

に取り組んでいたところ、あいち産業振興機構の特許

活用コーディネーターの三宅さんから、大企業の未利

用特許を活用できるのでは、という提案をいただい

た。しかし、関連しそうな特許は膨大にあり、どうやって

探していいのかが難しかった。三宅さんの紹介で富士

通が特許を持つ光触媒チタンアパタイトという材料が

あることを知った。富士通の開発者とも話をさせてもら

い、富士通は当初空気清浄機を用途として考えていな

かったそうだったが、「理想的な使い方ですね」と言っ

ていただいた。ただ、空気清浄機に搭載することは想

定していなかったので、フィルターに空気を通すのが難

しいという課題はあった。最終的にこの課題も解決し、

ライセンス契約を結んだ。三宅さんのアドバイスと富士

通側の活用してもらおうという思いがあったからこそ

実現できた。それまでは、自社のオリジナル技術を確立

したいと考えて事業を進めてきたが、自分でやるには

時間とお金も必要になる。今後も未利用特許の活用を

自社の開発に積極的に取り入れていこうと考えるよう

になった。 

【コーディネーターの声】 

中小企業の知財活用は、社長がいかにやる気があ

るかにかかっている。知財は今日の飯のタネというより

は、あさってぐらいの飯のタネになるもの。なかなか、そ

いういう視野で知財活用を考える企業経営者は少な

い。しかし、実際に直接会って話をしてみると、課題は

たくさん抱えており、特許の活用が役立つケースもあ

る。ただ、特許検索は中小企業にとってハードルが高

い。たくさんある特許から自社にとって最適なものを見

つけるのは至難の業だ。私はまず粗く検索して、ニーズ

を持つ企業に見てもらうことにしている。「この中に使え

そうなものはないですか」と。そして、さらに抄録を付け

てみてもらうことで絞り込みをかけていく。そして、特許

を持つ企業に直接交渉するようにしている。未利用特

許としてあらかじめ公開されている特許だけでなく、す

べての特許を対象にしている。開放特許としてＩＮＰＩＴ

（独立行政法人 工業所有権情報・研修館）に登録され

ている特許は２万数千件。特許全体は１６０万件ある。

開放されるかどうかはわからないが、まずは特許を保

有する企業に当たってみる。このようにニーズが先にあ

りきで、そこからどうやって使っていけるか。ニーズから

とシーズからと両方で拡大させていかなければならな

いと思っている。 

【担当者が語る注力ポイント】 
萩原 裕氏 

「未利用特許って何ですか」といったところから、数年

かかってようやく形が整ってきたと感じている。この勢

いは途絶えさせたくない。事業実施期間中はコロナ禍

で直接企業訪問ができなかったが、これからは直接訪

問する機会も増える。あらためてニーズの掘り起こしを

進め、オール愛知県のシーズ案件を県内企業でマッチ

ングするようになればいい。実際、トヨタ自動車の開放

特許をもとに、県内企業の株式会社八幡ねじが「基板

取付ねじ」を開発するといった好事例も出てきている。

できれば中小企業地域資源活用等促進事業は継続し

て続けていただきたい。愛知県にも事業の継続をお願

いして了承してもらっている。成功事例を増やすこと

が、事業を継続させるうえで重要だと考えているので、

広報にも力を入れたい。事業を始めた最初の年に、あ

る大手部品メーカーに協力をお願いしたら、「お金もか

かるから参加できない」と断られたが、翌年には上から

やるようにという指示が下りて、参加してくれるように

なった。継続して取り組むことが大事だと考えている。 

 木村台紙が富士通の特許で開発した動画が再生できる命

名台紙 1  
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却できない企業がほとんどで、景気に左右されやすい」

と課題認識している。そこで、地域の中核となる企業を

育成し、その企業がリーダー役として、地域全体の中

小・零細企業群を底上げする調査研究事業「地域中核

企業育成支援事業」に乗り出した。令和３年度から、さ

らに競争力のある企業へと成長させる「滋賀型・ＮＴ

（ニッチトップ）企業創出支援事業」に移行、他の県内支

援機関と一体となり地域をけん引する企業育成に取り

組んでいる。 

地域中核企業育成支援事業（B事業）、 

滋賀型・NT企業創出支援事業（A事業） 

～地域をけん引する製造業を伴走型で育成～ 

公益財団法人滋賀県産業支援プラザ  
 

滋賀県は県内総生産に占める製造業の割合が４３．

６％で全国１位と、ものづくり企業が多数立地する県と

して知られる。また、１事業所当たり現金給与総額も３

億１７２０万円で全国１位。比較的力のある企業が多数

いることがうかがえる。関西、中部に囲まれた地理的優

位性があり、他県から恵まれた県とみられている。た

だ、個々の企業を見ると課題も山積している。滋賀県

の中小企業支援団体である公益財団法人滋賀県産業

支援プラザは、県内企業について、「下請け体質から脱

地域中核企業育成支援事業 

支援プラザは自主事業として商談会事業を実施し

てきた。県外の発注企業と県内企業を引き合わせて受

注を獲得するというもの。ただ、発注する企業側の

ニーズが多様化し、単に「金属加工ができるか」という

ものから、「メッキもできないか、組み立てや梱包もで

きないか」など、幅広い要望が出されるようになって

きた。「今までの企業をあっせんするだけではニーズ

に対応できない、参加する県内企業の力をもっと高

めて成長してもらわなければならない」。こうした課題

認識が生まれていた。 

【課題】地域中核企業の前提となる「付加価値増加」を実現する方法と優先順位は各社で異なる。支援手法が多様化するた

め、事業としては煩雑かつ一見解り辛くなる。また、経営者だけで計画立案から実施までを推進することは難しく、同じ立場の

経営者が意見交換する場が効果的。付加価値増加は総合的な結果であり企業支援としては売上増加と体質強化は並行して

実施すべきということが判明した。 

滋賀県製造業の特徴 

① 大手企業の下請け加工型製造業が集積 ・・・ 市場成長期には効果あるが、低迷期は影響を受けやすい。 

② 技術・開発力・ ・・・・・・・・・・・・・・・ 強みを活かした新しい製品やサービスを開発する体制・経験に乏しい。  

③ プロダクトアウト ・・・・・・・・・・・・ 市場との接点または調査経験がなく、適切な市場選定・戦略構築に難航。 

④ データ分析と改善 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ データの分析や改善の習慣化、社内文化の醸成が難しい。 

⑤ こだわり ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 職人気質が強く、従来のやり方に固執するあまり発想が限定的。 

⑥ 計画実行力 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 自発的な取組みまでにいたらず計画倒れになりがち。 
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21  

けん引する企業を創出することを目指す「滋賀型・ＮＴ

（ニッチトップ）企業創出支援事業」へと移行して支援を

継続することにした。 

支援する企業は、事業計画書（５か年）を作成し、①

売れる商品（技術）の獲得②一定シェア確保③付加価

値の増加目標を作成し、５年後に３つのうち２つ以上達

成させることを目標として掲げる。コーディネーターは５

年後の目標達成へ向けたロードマップと各年度の目標

設定や見直しを経営者と行う。あわせて、２年目以降は

計画の実現へ向けて企業が自立して目標達成へ向け

成長を継続できるようフォローする。これらの企業が順

調に成長し、雇用や地域内取引の拡大によって地域経

済をけん引する役割を果たすことで、県内製造業のボ

トムアップをはかり、将来のニッチトップ企業となる企業

群の裾野を拡大させるといった好循環を描くことが波

及効果として期待されている。 

当初採択された５社はサンテクノス株式会社、有限

会社イーグル電子製作所、株式会社キーテック、株式

会社池田製作所、ハグロエンジニアリング株式会社。

地域中核企業事業から支援する企業３社に加え、新規

に採択した企業２社が参加した。３年間で延べ１５社の

支援を予定している。初年度に参加した企業５社のう

ち、４社は初年度目標を達成した。 

また、志を同じくする採択企業間の交流や他の支援

機関の巻き込む仕掛けとして、新たな販路拡大を目指

す「企業連携研究会」を会員制で発足させた。研究会

にはＮＴ採択企業（卒業生含む）や別途プラザが支援す

る企業、商社などと、地域の他の支援機関が参加し、連

携して新商品開発、新事業開発を目指す。 

支援事業が終わった後も、研究会で継続してプラザ

とのかかわりを持ってもらい、新たな開発分野に挑戦し

そこで地域資源活用等促進事業を活用した地域中

核企業育成支援事業に取り組んだ。同事業は、「地域

の経済をけん引する中核となる強い企業」になりたいと

考える企業への成長支援を行うもの。経済産業省が認

定する「地域未来牽引企業」の指標である「５年間で１

件あたり、５２２７万円の付加価値増額」を目標として掲

げ、実現するためにどのような支援が効果的か、県内

企業に精通したコーディネーターが、意欲的な経営者

にヒアリングをし、その中から５社を選定し、伴走型支

援を実施することにした。 

コーディネーターの植村幸雄氏はパナソニック出身

で県内製造業の状況についても理解があった。１社１社

にきめ細かく対応する中で、経営者の心を開き、この会

社ならこういうことができるのではないかという成長の

方向性を見極めて、経営者に気づいてもらうことに心

を砕いた。目標である付加価値増額への道筋は企業ご

とにさまざまだった。植村氏は「売上を引き上げるか、コ

ストダウンをするか、新製品を開発するか、５社あれば

５社それぞれの支援があった」と振り返る。 

NT（ニッチトップ）企業創出支援事業 

地域中核企業育成支援事業に採択した５社のうち２

社は新規事業や新規採用で、１年で設定した初年度目

標を達成できた。ただ、２年目以降の展開を考えるうえ

で課題として浮上したのは、個別支援に加えて、志を同

じくする採択企業間の交流や他の支援機関の巻き込み

が効果的ということ、目標となる先輩企業が不在である

ということ、支援手法が企業毎にことなるため事業の目

的がわかりにくいということだった。滋賀県には産学官

連携に熱心な気風や企業集積を有するという特色があ

る。これら外部の力を借りながら、売れる商品（技術）の

獲得と一定シェア確保を目標に、将来的に地域経済を

【課題】付加価値増加のためには、既存事業の拡大だけではなく、新商品・サービスの獲得による提案型の企業への成長支

援が必要（価格競争の回避）。さらに成長を加速するためには、単独ではなく同じ目的を持つ企業連携による新たな市場獲

得が可能となる。 
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てもらいたいとの思いが込められている。同研究会は

３つの分科会に分かれて活動しており、スマート農業分

野など従来にない分野を想定した開発が進んでいる。 

【参加企業の声】 

サンテクノス（株）右川(うかわ)善道社長 

 当社は精密プラスチック部品の射出成型を手掛けて

いる。仕事は比較的順調だったが、生産性が上がらな

いことが悩みの種だった。プラザからコーディネーター

の植村さんに来てもらって、最初に指摘されたのは、生

産工程についてだった。それまでは注文が来た順番で

作っていたが、これを定量的にある仕事、そうでないも

のなどで分類して、作る工程を見直した。これまで当た

り前と思っていたことを見直すことが重要なのだと気づ

かされた。そこから植村さんを信頼してさまざまな相談

をする関係になった。また、社長の私だけでなく、社員

の意識を変えていくために、食堂に大きな紙を貼って、

どうしたら生産性が上がるかをみんなに考えてもらうよ

うにした。必要な投資も惜しまないと社員に伝えたとこ

ろ、がぜんやる気を出して、みんなが改革マインドを

持ってくれるようになった。５Ｓ活動にも徹底して取り組

み、地域未来牽引企業に採択されたり、事業継続計画

（ＢＣＰ）を策定するなど、考えられる限りの施策に取り

組んだ。今は人材育成や人事のルールづくりにも着手

している。取引先との関係も、今までは取引先の要望

に沿った製品を作ればよいと思っていたが、「いいもの

を作るには設計段階からデザインインで入ることが大

切なので、そこから入らせてもらいたい」と言えるよう

になった。 

（株）キーテック 岸場功修社長 

 当社は顧客の生産ラインの設計・製造や生産工程の

自動化・効率化に貢献する各種産業機器の製造を手

掛けている。ベトナムに開設した工場が順調に成長す

るなど、事業そのものは堅調だが、会社組織をさらに

強くするにはどうすればよいかを悩んでいた。そこでプ

ラザのコーディネーターの方に入ってもらい、自社製品

社員の意識改革のきっかけとなった生産性改善の提案を記入した紙 

開発力の強化や人材育成のあり方について、指導を受

けた。最初に指導してもらったのが、５Ｓ活動と設計力

の強化。社員から最初は抵抗があった。初めてなので

変わることに反発する声もあがった。しかし、私は組織

を変えたいと思っていた。機械チーム、組み立てチー

ム、総務チームと３つのチームで取り組んだ。実際に

やってみると、例えば５Ｓは実際にやればやるほどきれ

いになるので、取り組む側の意識も変わってきた。５Ｓ

で安全にものづくりができるようになり、コストダウンに

もつながった。自社商品の強化にも取り組んでいる。

ケース段バラシ装置や、プレス機から出来上がったねじ

を傷つけずに搬送するスクリューシューターなどを開発

した。ベトナムで開催する国際見本市に出展し、世界市

場で勝負したいと考えている。人事評価制度もプラザ

の指導を受けて作成した。現時点ではこの評価制度は

導入していないが、組織力の向上にはこうした取り組み

も不可欠だと考えている。また、滋賀で私の思いのこ

もった新工場を建設する計画も進めている。 

【担当者が語る注力ポイント】 
佐藤寛哲 販路開拓課主査  

 最初から事業にかかわっているコーディネーターの植

村氏はパナソニックで生産技術部門にいた方で素材や

金型、さらにマネジメントについての知見もあった。

個々の企業ごとにきめ細かくヒアリングし、それぞれの

企業にとってどういう支援が必要かを見抜く目と本音

で経営者と向き合う熱意を持っていた。企業から信頼

を得ることが支援を成功させるうえでのカギであると実

感した。「中核」や「NT（ﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ）」というと画期的な技

術や取組みと思われるが、そうではなく地域の中小企

業が身近な目標となるような企業となってもらうことと

想定している。連携研究会を発足させたのも、今回の

事業を一過性の支援ではなく、地域の他の支援機関も

巻き込み、伴走型支援として継続して実施したいと考え

たからだ。研究会活動を今後本格化させ、企業の自立

自走化への仕組みづくりを確立させていきたい。 

滋賀に建設する新工場イメージ図 
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企業支援データベースを職員の手で作成 

                支援の充実に役立てる  

公益財団法人しまね産業振興財団 

中小企業関連の支援団体にとって、訪問企業のデー

タをいかに有効活用するかは大きな課題だ。新型コロ

ナウイルス感染症や地震・集中豪雨などによる大規模

災害の発生で、支援を求める企業に対して、より迅速

によりニーズにマッチした支援策を提供するニーズも

高まっている。しまね産業振興財団は、こうした新たな

時代の支援に役立つ企業支援データベース（ＤＢ）を構

築した。クラウドを活用することで、いつでも、どこから

でもＤＢを閲覧することができ、企業の支援件数を大

幅に拡大させた。同時にペーパーレス化や運用コスト

の低減などにも結び付けた。しまね産業振興財団の取

り組みは、全国の支援機関にとっても参考となるもの

だ。  

支援の多様化に対応するＤＢに刷新 

しまね産業振興財団がＤＢの刷新に取り組むことに

なったきっかけは、それまで使っていたサーバーの更

新時期を迎えており、このまま同じシステムを使うか、

それとも新しい仕組みを取り入れるかを検討する必要

に迫られていたことからだった。同財団では、それまで

職員が企業訪問をした情報を既存のＤＢにエクセル

データとして入力し、その情報を印刷して職員に回覧し

ていた。既存のＤＢはクライアント・アンド・サーバー方

式で、だれもが気軽にアクセスできるものではなかった

ため、データの共有は主に紙ベースとなっていた。今ま

ではこのやり方で十分支援に活用できていたが、企業

が抱える経営課題が多様化する中で、企業訪問をして

もその場で企業のニーズにマッチするような情報提供

ができず、事務所に持ち帰って改めて対応するといっ

たことも起こっていた。「どうせサーバーを更新するな

ら、新しいものにしよう」という声が自然と上がり、職員

によるワーキンググループ（ＷＧ）が２０１８年５月に立ち

上がった。  

自分たちでＤＢ構築にチャレンジ 

 ＷＧのメンバーは６人体制で始まった。最初に取り

組んだのは「ＤＢの在り方がどうあるべきか」というコン

セプトづくりからだった。新システムの構築というと、

往々にしてＩＴベンダーを呼んで、提案をしてもらうとい

うものになりがちだが、まずは自分たちでしっかりとコ

ンセプトを決めようと考えた。ＷＧメンバーの徳田大剛

総務経理課課長は、「議論をする中で、企業支援には

即時性が重要で、課題を聞いた時にその場でどういう
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支援策が使えるかを答えるようなものにしたい、出先

でもＤＢにアクセスできる環境が必要だ、といった意見

が多くなり、それを実現するにはどうすればいいかと

いう方向で検討が進んだ」と振り返る。結果として、ク

ラウドによるＤＢ構築をすることに決まり、システム構築

そのものも自分たちで行うこととした。選択したツール

はサイボウズのキントーンにした。ちょうど地域資源の

助成金をＤＢ構築に活用できることが決まった。ＷＧメ

ンバーの馬庭伸行総務経理課参与は「ＩＴベンダーで

はなく、自分たちでシステム構築をすることにしたの

は、企業支援策は順次新しいものが追加されていく。 

だからＤＢも実効性のあるものでなければならない。

職員がつくることで、常に新しい機能をタイムリーに追

加できることを重視した」と言う。キントーンはプログラ

ムコードを使わずに直感的に操作できるノーコード・

ローコード作成ができることが採用の決め手となった。

開発のコンセプトを「財団職員が、企業支援の最前線

でリアルタイムに財団の支援情報を活用し即時に支援

情報を提供する」と決め、具体的なアプリケーション作

成を進めた。ただ、ローカルサーバーへのファイル添付

機能やバックアップ機能など、自分たちでは実施が難

しいものについては、ＩＴベンダーに開発委託すること

にした。自分たちで作成するアプリの主なものは「相談

記録表」「企業概要」「法人情報」「活用事業（助成事

業）」「決算状況」「活用事業（設備貸与）」「専門家派遣 

しまね産業振興財団が考える新しい企業支援ＤＢのイメージ   
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事業」「専門家登録名簿」「販路マッチング」。これら以

外にマスタデータ等を用意し、各アプリが連動して使

用できるようにすることとした。さらに、この中から「相

談記録表」「企業概要」「法人情報」を最初に使えるよう

にし、同時に全職員への説明を進めた。ＷＧは「『相談

記録表』こそが、ＤＢ刷新の根幹」（馬庭氏）と考え、こ

のアプリの活用がどのように進むかを観察し、活用が

進む方向への改善の手立てとすることにした。ＩＴに不

慣れな担当者など、職員個々の状況に応じて記入方

法を随時レクチャーするなど、全員が無理なく新しい仕

組みに移行できるように工夫した。半年後に各課の利

用状況を確認したところ、全課で訪問記録を紙に印刷

して回覧することを取りやめており、事務所内のペー

パーレス化が進んだ。また、企業訪問時に、過去の相

談記録を参照しながら対応することができるように

なったため、過去の話を引き合いに出しながら進める

ことができるようになり、企業側の反応も良好になるな

ど、支援の充実に結びつけることができた。訪問時に情

報を印刷して持っていくこともなくなった。支援先から

事務所に戻ることなく、どこからでもデータ入力できる

ことも職員には好評だった。新規の入力があると、それ

が職員に通知され、それに対してアドバイスなどのコメ

ントが即座に書き込まれるなど、コミュニケーションの

充実にも効果があった。  

 

支援件数の大幅増に対応できる仕組みに 

新しいＤＢシステムの運用と同時に新型コロナ感染症

の感染拡大が進み、企業からの相談も急増した。また、

職員は在宅勤務体制となった。職員が事務所にいかな

くても支援情報にアクセスできるようになっていたこと

完成した企業支援ＤＢの画面  

は不幸中の幸いだった。支援制度も多数登場し、Ｄ

Ｂに順次加えられた。２０２０年度の支援総数は企

業数が２，８４５件（２０１９年度比３６％増）、支援件

数は１万１５件（同２３％増）と大幅に増加した。これ

らのうち約３－４割は新規の相談だった。コロナ禍

を経て、企業側の意識も変わり、ＩＴツールの活用に

も抵抗感がなくなってきた。同機構はＤＢシステム

をさらに使い勝手のよいものに更新していくととも

に、長年の課題である、中山間地域や離島企業の

支援にも、ＷＥＢ会議システムやＤＢを活用して、支

援の効率化と内容の充実を図っていくことにしてい

る。 

【担当者が語る注力ポイント】 

              徳田大剛 総務経理課課長 

新しいＤＢの導入は、企業支援のスピードアップに

つながったと感じている。支援策には国や県の補助

制度が多数あり、補助対象や補助率もさまざま。設

備投資をしたいというニーズにも対象経費が補助

制度によって異なっている。一番その企業に合った

ものを選択して情報提供することが、かなりの頻度

でできるようになった。ウエブで情報が瞬時に伝わ

るのは有効だと実感した。職員のモチベーション

アップにも結び付いている。企業訪問に行った報告

書をＤＢに登録すると、いい行動をしたねということ

を表す「いいねボタン」があり、みんながそれを押し

合うことで、やりがいにもつながっている。職員がア

プリ開発に携わることで、フレキシブルにＤＢを変え

ることができるのも大きい。これで終わりというわけ

ではなく、時代に合ったものを自律的に運用し、企

業支援のさらなる充実につなげていきたい。  
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環日本海からアジア地域へ拡大 

                海外展開を手厚く支援 

公益財団法人 富山県新世紀産業機構 

富山県は日本海側有数の工業集積を

誇り、地理的優位性を活かして、これまで

環日本海諸国を中心に海外展開支援を

行ってきた。しかし、多くの県内企業が新

たなビジネスチャンスを求めて、アジアを

中心に海外展開を図っており、また成長

が著しいアジア地域との連携が重要であ

ることから、富山県では「新・富山県もの

づくり産業未来戦略」において、海外展開

のターゲットを従来の環日本海諸国から、

アジア地域でのビジネス展開や販路開拓

を支援していくこととした。 

富山県新世紀産業機構アジア経済交

流センターでは、富山県と連携して県内企業のアジア

地域を中心とした海外での販路開拓などの支援を行っ

ている。今回、地域資源活用等促進事業助成金を利用

して、令和元年から５年度にわたり、海外経済ミッショ

ンの派遣などを計画したが、新型コロナウイルス感染症

の世界的流行の影響で、一部を除き計画変更を余儀

なくされた。一方で、ライブコマースの実施など、オンラ

インを活用した事業のノウハウ蓄積は、今後の海外展

開支援のツールとして有用な財産となっている。 

タイ、ベトナムの現地視察・調査を実施 

＜令和元年度＞ 

「県内中小企業の海外展開促進のための東南アジア

調査事業」において、タイとベトナムの現地視察・調査

を実施した。 

タイでは、翌年に開催されるASEAN最大規模の工

作機械・金属加工関連見本市「METALEX２０２０」へ

の県内企業の出展支援を行うための事前の現地調査

を行った。タイ工業省やＪＥＴＲＯバンコク事務所、北陸

銀行バンコク駐在員事務所、東京都中小企業振興公

北陸銀行バンコク駐在員事務所  
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社タイ事務所を訪問するとともに、地元企業の現地拠

点などを訪問し、現地での業界動向や市場環境などの

最新情報の収集を行った。 

ベトナムについては、富山県東南アジア貿易投資

ミッションに同行し、ベトナム計画投資省やベトナム人

材開発インスティチュートなどを訪問、現地の投資環境

の情報収集や、日本への就職動向、人材育成方法など

について意見交換を行った。 

展示会が中止・規模縮小 海外販路開拓  

マネージャーを新たに配置 

＜令和２年度＞ 

前年度の現地視察・調査を踏まえ、県内企業が参加

する現地派遣を計画していた。しかし、新型コロナウイ

ルス感染症の世界的流行により、タイの展示会「ＭＥＴ

ＡＬＥＸ」が中止となり、ベトナム経済訪問団の派遣も中

止となった。中国大連での展示会「中日（大連）博覧

会」は当初２１社の出展を見込んでいたが、海外への渡

航制限のため現地法人がある企業及び代理出展を希

望した企業７社が参加することになった。参加した企業

の中には、出展品を完売した企業もあり、手応えを感

じていた。一方で同機構内に「海外販路開拓マネー

ジャー」を配置し、県内企業の海外進出需要の掘り起

こしやオンラインを活用した新たな支援策を検討した。 

オンライン商談会に活路 

 ＜令和３年度＞ 

  令和２年度に続き新型コロナウイルス感染症の世界

的流行の影響を受け、出展を計画していた「中日（大

連）博覧会」が中止、また、ベトナム経済訪問団派遣も 

支援の流れ 市場調査 認知度向上 取引開始 取引拡大 

内容 

  

対象国等 

現地視察・調査      

人脈構築         

テストマーケティング 

見本市出展 

（ＢtoＣ） 

見本市出展 

商談会参加 

（ＢtoＢ） 

個別取引 

契約・輸

出 

中国（大連） 中日（大連）博覧会出展 

東アジア・

ASEAN

諸国販路

拡大支援

助成 

中国 ライブコマースの実施 オンライン商談会の開催 

タイ 「METALEX」への出展支援 

シンガポール 
テストマーケティング実

施経済ミッション派遣 

県産品プロモーション・商談会

実施 

ベトナム 県経済訪問団に参加  

インドネシア 経済ミッション派遣 
富山県産食材×ジャカルタ市内

レストランコラボフェアの実施 

東アジア・

ASEAN諸国 
東アジア・ASEAN諸国販路拡大支援助成 

共

通 

人材 

育成 

  

  

海外取引ビジネス英語研修会、オンライン商

談スキルアップ研修会 

支援体

制強化 

個別企業に対してアジア経済交流センター内の専門人材（販路開拓マネー
ジャーなど）による伴走型支援、海外販路開拓支援室の設置） 
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中国とのオンライン商談会 
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中止となった。機構が計画していた中国広東省への海

外経済ミッションも中止となるなど、計画変更を強いら

れることとなった。こうした状況の中で県内企業の海

外展開や販路開拓への継続的な支援を図るため、オ

ンライン形式による商談会を実施した。中国在住のバ

イヤーとのオンライン商談会を２日間にわたり開催し、

バイヤー６社に対して大連での展示会に参加を予定し

ていた県内企業８社が参加した。事前に送付可能な商

品は中国現地にサンプルを送るとともに、参加企業に

は、商品選定や商談をサポートするなど、商談成約率

の向上を目指した。実際の商談では、バイヤーは商品

に興味を示したが、数量や価格、販売方法などの面で

折り合わない場面も見られ、成約までに至る件数は限

られた。こうした中でも、参加した企業からの満足度は

高く、次回に期待する声も聞かれた。 

このほかに、県内企業を対象とした海外展開を前提

としたオンラインセミナーとして、海外商談会や展示会

で使える英会話研修会や中国ビジネスセミナーを開

催するとともに、デジタルインフラの整備にも取り組

み、オンラインによるミーティングや商談の機材がない

企業に設備を提供するなど、オンライン活用の充実を

図った。 

【参加企業の声】 

株式会社天高く 代表取締役会長兼社長 栗原 清 氏  

 株式会社天高くは、「麺家いろは」のブランドでラーメ

ン店を展開している。国内では「富山ブラック」という

真っ黒なスープの黒醤油ラーメンが人気の店だ。栗原

社長は、国内のラーメン競争から一線を画すために、

早くから海外展開に乗り出していた。ただ、コロナ禍で

中国の店舗９店をすべて閉店するなど大きな痛手を

負った。しかし、「海外のラーメン需要は今後も拡大す

る。新規巻き返しをはかるために新しい地域への展開

を模索したい」（栗原社長）と、改めて海外展開に取り

組むため、同機構の事業に参加した。栗原社長が狙う

のは、中国以外のアジア圏や中東、欧州など。現地の

ニーズに対応するために、「ハラールやビーガンに対応

したラーメンの開発を進めている」と準備を着々と進め

ているという。ただ、「進出する国ごとに対応しなけれ

ばならない規制や法制度が多々あり、それらを自分た

ちだけですべて知るには限界がある。県や機構の力を

借りて、知見を吸収していきたい。また、展示会への出

展を通じて現地で展開する際のパートナー探しにも役

立てたい」と参加への意欲を語る。 

株式会社河島建具 取締役専務 河島 亜紀 氏 

 河島建具は創業９０年を超える木製建具製造の老舗

企業。木工技術の最高峰と言われる組子細工で国内

有数の技術を持つ。組子細工は精密な幾何学模様が

連続で表現される美しさに特色があり、従来は障子や

欄間などの和風建築で使われてきた。同社はこの技法

を用いたインテリアを開発し、高級ホテルや洋風建築

に採用されるなど多くの実績を持つ。伝統産業に携わ

る企業の中でも独自の路線を歩んでおり、海外展開を

強化するにあたり、同機構の事業を活用した。「当初は

令和３年度に中日（大連）博覧会に出展する予定だっ

たが、中止となり、バイヤーとのオンライン商談会に切り

替え参加した。日本では和室が少なくなっており、国内

市場だけを見ていては先細りになる。世界に組子細工

を届けたいという思いが強い。海外展開を考えるうえ

で、海外の商標や市場についてもさまざまな支援を受

けることを期待している」（河島取締役専務）とし、販路

開拓のアドバイザーを派遣してもらうなど、機構の事業

をフル活用している。 

【担当者が語る注力ポイント】 

富山県新世紀産業機構 アジア経済交流センター  

片口和人 部長 

 人口減少による国内需要の低迷を打開するために、

今後も海外展開支援は欠かせない施策であると認識

している。新型コロナウイルスの世界的流行下での支

援は、当初の計画から大きく修正を余儀なくされるな

ど、苦労も多かった。しかし、オンラインを活用した商談

会の開催や、ライブコマースの実施など、デジタル活用

の知見を深めることができた。地域資源の助成金は、

県などの他の助成金制度と棲み分けをはかりながら、

中小企業にとってよりよい制度を選択するために有用

な制度だと考えている。今後も、県ほか関係機関と連

携し、海外支援のネットワークの充実を図り、県内企業

の海外展開を支援していきたい。 
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食品関連企業を中心とした海外展開支援 

  デジタルツールを活用した新たな販路開拓手法 

  (オンライン商談)の活用  

公益財団法人とくしま産業振興機構 

中小企業にとっても海外展開が大きなテーマとなっ

ている。人口減少に伴い、国内市場の縮小は避けられ

ない。ただ、海外展開を希望しても、どこから手を付け

ていいのか分からない企業は多い。徳島県も同じ課題

を抱えていた。そこで徳島県は、海外展開を目指す県

内企業の中でも、販路開拓先として希望の多い東アジ

アと東南アジアを「支援重点エリア」と定め、さまざまな

施策を展開している。その重点エリアの中で“とくしま

産業振興機構”は、シンガポール、台湾、タイをターゲッ

トに定め海外販路開拓に挑戦する食品関連企業を中

心に、令和元年から４年間にわたり地域資源活用助成

金を使用した【海外販路開拓支援事業】を、段階を踏

んで取り組めるスキームとして展開した。また、地域資

源活用助成金と県の施策を連携させることで、より効

果的な支援策となっているのが注目点だ。 

シンガポールでの案件創出 

令和元年と令和２年度はセミナー、ヒアリング、商談

会やテストマーケティングを行い海外販路の可能性を

調査するとともに販路開拓に繋げる施策を展開した。 

具体的にはシンガポールにおいて、「日本料理店での

テストマーケティング」、「シンガポール向け食品輸出開

拓セミナー」、「シンガポール向け輸出商談会」を開催し

た。「日本料理店でのテストマーケティング」は日本食

居酒屋で県産のすだちや物産品を使用した料理など
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を、現地の消費者のし好を調査するため、偏りなく、商

品を試食いただくように単品ではなくコース料理とし

て提供した。また、ランチョンマットにアンケートを掲載

して回答した場合、割引をするなどの工夫をし、今後

の展開に活用可能な貴重な生の声を獲得した。 

国内で「シンガポール向け食品輸出開拓セミナー」

を開催した。バイヤーやＪＥＴＲＯ徳島の担当者から、

食品の販売は、継続的な試食販売や英文販促物・ＤＶ

Ｄなどの映像の活用が効果的であること、食品添加物

規制やラベル表示など、事前に準備すべきことを紹介

された。また、県と共催で実施した「シンガポール向け

輸出商談会」には、県内の食品関連企業１２社が参加

した。こんにゃく製品や冷凍フルーツ、冷凍野菜などが

バイヤーから高い評価を受けた。 

シンガポール向け輸出商談会の事前セミナー  
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県内企業のデジタルツールを活用した新し

い商談スタイルの対応と、アフターコロナを

見据えた商品開発・市場獲得  

 令和３年度は、商談機会を通じて関係構築を図るこ

とが販路拡大につながるとの考えのもと、デジタル

ツールを活用した商談機会の創出を図った。オンライ

ン商談会では「シンガポール向け輸出商談会（現地バ

イヤーとのオンライン商談会）」を開催し加工食品事業

者5社（練り物や海藻類、干物、冷凍青果品）27商品

の商談が成立した。またシンガポールのバイヤーが経

営する日本食品スーパー2店舗で【徳島フェア】を開

催した。商品を販売したがコロナ禍のため試食ができ

ず大きな成果は得ることができなかった。「台湾輸出に

向けた海外販路開拓支援事業（現地バイヤーとのオン

ライン商談会）」では加工食品事業者2社（菓子・水産

加工品）が参加し、台湾現地でのコンビニエンススト

ア、デパートやTVショッピングに販路を持つバイヤー

と、のべ9件の商談を実施した。 

国内においては、オンラインと

オフラインのハイブリッド形式で

開催された展示商談会「“日本の

食品“輸出EXPO」に加工食品

企業2社が出展した。商談総数

310件、うち見積依頼54件、商

談成立件数12件とコロナ終息後

を見据えた市場獲得に繋げるこ

とができた。実際に商品を手に取ってもらいながら説

明するオフラインでの商談は、顧客開拓に有効である

ことが改めて確認できた。一方でオンライン商談は説

明の順番や商品の魅力を伝える工夫が必要であると

気づき、オンライン商談会開催時のノウハウをとくしま

産業振興機構情報誌に掲載した。また、グローバルな

視点でのPR方法として英文HPでの公開や効果的な

キャッチフレーズ作成などを県内企業に会得してもら

うたため、令和4年度に向けて対応することとした。  

販路開拓強化 

 令和４年度はこれまでに行ってきた市場調査・販路

開拓の知見を経てシンガポールに注力し、オンライン商

談会、国内商談会を引き続き実施し「販路開拓強化」

のフェーズに移り施策を展開した。また、PR手法を県

内企業が学ぶ目的で海外向けHP作成セミナーを開催

し、海外向けのPRを拡充するなどした。 

 「シンガポール向け輸出オンライン商談会」をシンガ

ポールのバイヤーと県内加工食品企業6社が参加し新

商品提案と既存取引商品拡充を目的に開催した。1社

13商品が商談成立、4社15商品が継続取引の実績を

獲得した。シンガポールに本社を持つフードビジネス企

業を招聘し県内企業18社が参加した「シンガポール向

け輸出商談会」を開催し17社64商品が選定された。ま

た県の予算事業である現地消費者向けB2Cマーケ

ティング、プロモーション事業「ライブコマース」を2回開

催したところ32社が参加し、あらためてプロダクトアウ

トではなく、マーケットインの考え方の気づきがあり県

内企業の販売戦略に活かすことができた。これらを踏

まえて、シンガポールで展開しているミニスーパー11店

舗に加工食品と酒類を対象とした「徳島フェア」を開催

し、8社商談成立17商品を売上げることができ、シンガ

ポールを中心に一定の成果があった。 

 国内においては、令和3年に引き続き「“日本の食品”

輸出ＥＸＰＯ」に2社出展し、商談総数430件で11件の

商談成立し、オンライン商談会と国内展示商談会出展

で、ビジネスチャンスと新規商談機会の創出ができた。 

現地スーパーにおける「徳島フェア」（シンガポール）  
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） 

英文HPアップデートセミナー 

シンガポール向け輸出オンライン商談会 
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【参加企業の声】 

株式会社池添かまぼこ店 代表取締役 池添憲作氏 

 本事業に参加した株式会社池添かまぼこ店 池添憲

作代表取締役より、「コロナ禍で過去3年間は芳しくな

かったが徐々に業績が回復しており、米国（ホノルル・

ニューヨーク）、アジアの日系スーパーを中心に定番の

フィッシュカツや竹ちくわの注文が増加している。」と現

状を教えていいただいた。 

 「当社の商品は、高たんぱく・低カロリー・必須アミノ

酸が豊富、塩分控えめでヘルシーなため、海外のお客

様に好評ではあるが、今後更に日本の出汁文化をア

ピールするおでん材料としてひろめていきたい。」と

語った。 

 今後の海外展開をうかがうと、「海外のお客様は召し

上がり方という「体験」に興味を持たれているので、動

画をＨＰ上で積極的に紹介している。当社の練り製品

をおにぎりや寿司ネタ、肉より安価でヘルシーな食材と

してＢＢＱで利用されるケースが増えているのでPRし

て い る。今

後はグルテ

ン フ リ ー の

商品を開発

し、和 食 の

安 心・安 全

を訴えて東

南 ア ジ ア か

ら北米に事

業を展開し定番化を目指したい」と抱負を語った。 

有限会社東海産 東照男 代表取締役  

今回の事業に参加した有限会社東海産 東照男代

表取締役は、海外への展開について、「平成１８年に香

港支店を設立し、当初は苦労したが、現地スーパー

マーケットでの販売プロモーションが有効と考え、これ

まで力を入れてきた。日本食への関心は高まる一方で

あり、アジア地域に販路を広げていきたいと考えてい

る。しかしながら、アジア地域においては、食の傾向は

似ているものの、微妙な好みや取扱いは国ごとに違い

がある。また、輸送の関係上、冷蔵ではなく、冷凍にせ

ざるを得ないところもあり、品質確保には改善が必要

なところもある。」と、期待や具体的な課題を語った。 

さらに、「コロナ禍をきっかけとした生活スタイルや

ニーズの変化も市場に影響がある中、展示会で様々

な現地事情や細かいニーズを知ることは、今後の会社

計画や商品開発を

進める上で非常に

役に立つ。また、展

示会出展前準備と

して、展示方法や

ちらし作成のアド

バイスなど人材育

成 の 上 で も 役 に

立った」と評価して

いる。 

【担当者が語る注力ポイント】 

とくしま産業振興機構 永峰仁子 成長戦略推進部 部長 

商談機会の拡大で販路開拓を支援 

 新型コロナ禍での事業では、当初の計画とは異な

る対応を迫られることもあったが、シンガポール向け

に一定の結果が得られたと考えている。海外へ販路

を広げるためには、展示会や個別を問わず商談機

会を多く持つことが効果的であることは間違いな

い。世界でデジタル化が急速に進む中、当該事業を

通じて、HPが商談先の情報収集ツールとして重要

な役割を担っていること、LIVEコマースは販売ツー

ルだけでなく、消費者からの直接の声が聞けるマー

ケティングツールとなること、商談において、オンライ

ン・リアルの特徴をうまく使い分けることにより、商談

を効率的に進められることなど、様々な有益な経験

が得られた。支援する側として、今後とも、商談機会

の創出はもとより、様々な支援ノウハウの習得により

質を高められるよう努めていきたい。   
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国内展示会(“日本の食品”輸出EXPO)に出展  
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この事例集は、中小企業地域資源活用等促進事業の 

助成金を活用して作成したものです。  


